
◎外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興

に関する法律の一部を改正する法律 
（平成三〇年四月一八日法律第一五号）   

一、 提案理由（平成三〇年三月一六日・衆議院国土交通委員会） 

○石井国務大臣 ただいま議題となりました外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進に

よる国際観光の振興に関する法律の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御説

明申し上げます。 

 近年の外国人観光旅客を取り巻く状況は、昨年の訪日外国人旅行者数が二千八百六十

九万人に達するとともに、旅行手配方法が団体旅行から個人手配型旅行へ急速に移行す

るなど、量と質の両面から大きな変化が生じております。観光は我が国の成長戦略と地

方創生の大きな柱であり、二〇二〇年訪日外国人旅行者数四千万人等の政府目標の確実

な達成には、今般創設される国際観光旅客税を、今後更に増加する観光需要に対して必

要となる高次元の観光施策の実行に充て、観光先進国の実現に向けた観光基盤の拡充及

び強化を図ること等により、外国人観光旅客の来訪等を促進することが急務となってお

ります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第であります。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、高次元の観光施策を展開するため、国土交通大臣が定める基本方針の記載事

項を拡充するとともに、国際観光旅客税の収入見込み額に相当する金額を、国際観光旅

客の円滑かつ快適な旅行のための環境の整備に関する施策を始めとする三つの施策に充

てることとしております。 

 第二に、いわゆるゴールデンルートと言われる特定の地域に集中している外国人観光

旅客の全国各地への誘客拡大を図るため、自治体や地域の観光関係団体等から構成され

る協議会制度を創設をし、外客来訪のための計画策定に取り組む主体として位置づける

こととしております。 

 第三に、急増する個人手配型の外国人観光旅客にも対応した受入れ環境整備のため、

公共交通事業者等への努力義務の範囲を拡充し、従来の外国語等による情報の提供に加

え、インターネット環境の整備、トイレの洋式化等の利便増進措置を新たに規定するこ

ととしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院国土交通委員長報告（平成三〇年三月二二日） 

○西村明宏君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 



 次に、外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律の

一部を改正する法律案について申し上げます。 

 本案は、国際観光の一層の振興を図るため、基本方針及び外客来訪促進計画の記載事

項等の整備、外国人観光旅客が公共交通機関を円滑に利用するための措置の拡充、国際

観光振興施策に必要な経費の財源に関する特別の措置等を講じようとするものでありま

す。 

 本案は、去る三月十五日本委員会に付託され、翌十六日石井国土交通大臣から提案理

由の説明を聴取し、二十日、質疑を行い、質疑終了後、討論を行い、採決の結果、賛成

多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年三月二〇日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 国際観光旅客税の平成三十一年一月七日からの導入にあたり、課税の対象である出

国者に混乱を来さないよう国内のみならず国外にも新制度の周知の徹底を図ること。

また、周知にあたっては、納税者の理解が得られるよう、国際観光旅客税の受益と負

担の関係について丁寧な説明を行うこと。 

二 国際観光旅客税を財源とする施策を実施するための予算の配分にあたっては、透明

性や公平性を確保し、使途を厳格にすること。 

三 国際観光旅客税の税収を充当する三分野については、予算の適正な運用と透明性を

確保するとともに、無駄遣いや野方図な歳出拡大につながらないよう第三者機関等に

よる執行状況を厳正に監視する体制を構築すること。 

四 国際観光旅客税の税収の使途については、本法施行後三年を目途にその在り方につ

いて検討を加え、結果を公表するとともに国会に報告すること。 

五 国際観光旅客税を財源とする施策の実施にあたっては、負担者である日本人と訪日

外国人旅行者双方が直接的に受益を実感できる使途に充当するべきであり、ストレス

フリーで快適かつ安全・安心な旅行が実感できるよう、出入国手続きの簡素化及び保

安検査の円滑化・厳格化等、空港環境整備の充実を図ること。 

六 外国人観光旅客の地方誘客の拡大につながる観光地づくりの実現に意欲的な地域に

対し、観光資源の商品化及びブラッシュアップ並びに人材及びノウハウの提供等必要

に応じた支援を行うこと。 

七 公共交通事業者等が外国人観光旅客利便増進措置を実施するにあたっては、事前の

意見聴取を十分に行うとともに、事業者に対し必要な支援等を行うこと。また、二次

交通や三次交通の充実・強化等を図る取組を推進すること。 

八 国際観光旅客税は出国する日本人も課税対象となるため、国際交流に資するアウト



バウンドの活性化につながる取組を強化すること。 

三、 参議院国土交通委員長報告（平成三〇年四月四日） 

○野田国義君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国際観光の一層の振興を図るため、基本方針及び外客来訪促進計画の記

載事項等の整備並びに外国人観光客が公共交通機関を円滑に利用するための措置の拡充

を行うとともに、国際観光振興施策に必要な経費の財源に関する特別の措置等を講じよ

うとするものであります。 

 委員会におきましては、国際観光旅客税を財源とする施策の在り方、外国人観光客の

地方への誘客促進、観光基盤の拡充強化の方策等について質疑が行われましたが、その

詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、自由民主党・こころ及び公明党を代表して酒井庸行理事より、施

行期日を本年四月一日から公布の日に改めることを内容とする修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して山添拓委員より原案及び修

正案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも多数をもって可決さ

れ、本法律案は修正議決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇委員会修正の提案理由（平成三〇年四月三日） 

○酒井庸行君 私は、ただいま議題となっております外国人観光旅客の旅行の容易化等

の促進による国際観光の振興に関する法律の一部を改正する法律案に対し、自由民主

党・こころ及び公明党を代表いたしまして、修正の動議を提出いたします。 

 修正案の内容は、お手元に配付されております案文のとおり、原案において「平成三

十年四月一日」となっているこの法律の施行期日を「公布の日」に改めるものでありま

す。 

 何とぞ委員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年四月三日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 国際観光旅客税の導入に当たり、課税の対象である出国者に混乱を来さないよう国

内外において新制度の周知の徹底を図ること。また、周知に当たっては、納税者の理

解が得られるよう、国際観光旅客税の受益と負担の関係について丁寧な説明を行うこ

と。 

二 国際観光旅客税を財源とする施策を実施するための予算の配分に当たっては、透明

性や公平性を確保し、使途を厳格にすること。 



三 国際観光旅客税の税収を充当する三分野については、予算の適正な運用と透明性を

確保するとともに、無駄遣いや野放図な歳出拡大につながらないよう、公正な第三者

機関等による執行状況を厳正に監視する体制を構築すること。 

四 国際観光旅客税の税収の使途については、本法施行後三年を目途にその在り方につ

いて検討を加え、結果を公表するとともに国会に報告すること。 

五 国際観光旅客税を財源とする施策の実施に当たっては、負担者である日本人と訪日

外国人旅行者双方が直接的に受益を実感できる使途に充当するべきであり、ストレス

フリーで快適かつ安全・安心な旅行が実感できるよう、出入国手続の簡素化、保安検

査の円滑化・厳格化等、空港や港湾に係る環境整備の充実を図ること。 

六 外国人観光旅客の地方誘客の拡大につながる観光地づくりの実現に意欲的な地域に

対し、必要に応じ、文化財の保護にも配慮した観光資源の商品化及びブラッシュアッ

プ並びに人材及びノウハウの提供等に係る支援を行うこと。 

七 外客来訪促進計画の策定等を行うための協議会が組織される場合においては、地域

の実情に応じて多様な主体による均衡の取れた構成により適切かつ円滑に運営され、

その実効性が確保されるよう、必要な支援に努めること。 

八 外国人観光旅客利便増進措置については、事前の意見聴取を十分に行うとともに、

公共交通事業者等に対する必要な支援等を行うこと。また、二次交通や三次交通の充

実・強化等を図る取組を推進すること。 

九 国際観光旅客税は出国する日本人も課税対象となることに鑑み、国際交流に資する

アウトバウンドの活性化につながる取組を強化すること。 

  右決議する。 

 


